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同 本 部事務局長 山本 博司 

 

はじめに 

 

離島は、本土と比較して社会生活の基盤整備の遅れや、経済活動上の不利な条

件があるところから、これまで、基盤整備の推進や産業立地の促進、交通手段

の確保など様々な振興策が図られてきた。しかし、近年、人口減少や高齢化が、

本土の条件不利地域と比べても急速に進み、定住条件の維持に不安が持たれて

いる。 

 

加えて、近年、我が国周辺の海域管理の重要性が認識され、また、海洋の資源･

エネルギーへの期待も高まる中で、離島の持つ国家的な役割も大変高まってい

る。 

 

現在施行されている離島振興法は 2012 年度末に期限切れをむかえるが、前述

したようなまさに国益に直結する課題が多く指摘されていることから、離島振

興に対する国の責任の明確化や離島定住の促進など、中長期的な視点にたった

離島振興法の抜本改正が求められている。 

 

公明党 離島振興対策本部としては離島各地における現地調査に基づき、これ

まで 13 回にわたり党内論議を行い、公明党としての改正骨子案をまとめた。

また、昨年提言した「公明党 離島振興ビジョン 2010」も踏まえ、今後の離島

対策に必要な諸施策もあわせ、「公明党 離島振興ビジョン 2011」としてまとめ

るに至った。当ビジョンをもとに、離島振興法の抜本改正および必要な予算の

確保を望むものである。 

 

以下、ビジョンの内容を示す。 
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離島振興法改正骨子案 

 

■法律の期間 

・ 10 年間延長する。 

 

■法律の対象地域 

・ 離島振興対策実施地域の指定および指定解除にあたっては、現行法による

基準を原則とする。 

 

■改正事項 

１.国の責任（あるいは責務）の明確化（第１条関連） 

・ 離島の果たすべき役割として、国家的役割（領域や排他的経済水域等の保

全、海洋資源の利用、自然環境の保全等）、国民的役割（海岸等の自然の

ふれあいを通じた癒しの空間の提供等）に鑑み、第１条を改正し、国の責

任（あるいは責務）の明確化を図る。 

【改正案】この法律は、（中略）国の責任（責務）において、産業基盤

及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある状

況を改善するとともに、（後略） 

 

２.離島定住の促進（第１条関連） 

・ 我が国の安全保障及び、離島住民の生存権（憲法 25 条で保障されている

健康で文化的な最低限の生活を営む権利）を尊重する観点から、第１条を

改正し、「離島定住の促進」を明記する。 

【改正案】（前略）離島の自立的発展を促進し、及び離島における現在

及び将来の世代の島民の定住に資するとともに、（後略） 

 

３.離島振興統括部局の設置（第２条関連） 

・ 省庁横断的に離島振興施策を所管する部局を内閣府に置く。 

・ 離島振興統括部局が設置された場合には、離島振興担当大臣を設ける。 

 

４.所管大臣の追加（第２条関連） 

・ 前項の次善策として、現行の所管３大臣（国土交通大臣、総務大臣、農林

水産大臣）に、「厚生労働大臣」と「文部科学大臣」を加える。そのため

に、第２条、第３条、以降の所管大臣表記を全て改正する。 

※現行法では、上記３大臣のみが、国土審議会の意見を聴取し、離島振

興基本方針を定めている。 

※新たな２大臣を追加することで、厚生労働および文部科学の分野にお

ける離島振興策の強化を図ることが可能となる。 
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５.介護サービスの充実、女性･子どもへの支援（第３条関連） 

・ 第３条２項の「離島振興基本方針」の項目に、「介護サービスの充実等」

「女性･子供への支援」を明記する。介護サービスについては、第４条２

項、第 11 条への明記も検討する。 

 

６.離島特区制度の創設（第 19 条関連） 

・ 離島が果たす国家的機能の重要性と離島が直面する過疎化・超高齢化等の

諸問題の解決を念頭に、各種規制緩和、税制･金融制度の特例措置を認め、

離島の自立的発展を支援する。 

・ 第３条２項の列挙事項に「離島振興特別区域（離島特区）制度」を加える

とともに、現行法の第 19 条付近に、離島特区制度の条項を新設する。 

・ 現行の特区制度における特例措置の一部を離島振興法に反映させる。 

※現行の特区制度：構造改革特別区域法、総合特別区域法、東日本大震

災復興特別区域法案 

※主な特例措置：酒税法の特例、補助金等適正化法の特例など 

 

７.実効的な離島振興計画の策定の強化（第４条関連） 

・ 実効的な「市町村離島振興計画」の策定を強化するために、必要な施策（以

下(1)～(4)）を講じるとともに、関係都道府県による計画策定に関する努

力規定を維持する。 

(1)計画策定段階での地域住民の参画 

(2)地域住民の意見の重視 

(3)島ごと、分野ごとの計画策定の推進 

(4)県境を越えた市町村による共同計画策定の推進 

 

８.離島振興にかかる事業の補助率の嵩上げ（第７条関連） 

・ 離島における土地改良事業、道路整備事業や学校施設の整備等の 13 事業

の補助率の嵩上げを明記する。 

・ 新たな補助事業として、次の４事業を追加する。 

(1)ＩＣＴの利用機会の格差是正 

(2)水産業研究施設整備 

(3)海岸漂流･漂着物対策 

(4)鳥獣･野生動物の除去事業 

 

９.離島一括交付金の創設（第８条、９条関連） 

・ 離島自主戦略交付金（仮称、従来の公共事業予算）として一括計上し、補

助率を沖縄並に嵩上げする。 

・ 離島定住促進交付金（仮称、ソフト事業を対象）の創設を明記する。 

離島航路、航空路運賃割引、生活必需品物資運賃補助、島外進学者への通
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学費･寄宿舎補助、本土への通院･通所費補助、環境保全対策、防災対策等、

離島ならではの事業が対象。 

 

10.離島自治体の行財政基盤強化（財政･税制措置）（第８条、９条関連） 

・ 離島の特殊事情を反映した地方交付税の算定（算定基準の見直し）など、

地方財政措置を拡充する。 

(例)地方交付税算定に海域面積を加える。湖沼を抱える自治体の場合湖

沼面積が含まれて算定されている。 

・ 産業の振興を図るための税制優遇･減収補てん措置の拡充等を図る。 

 

11.離島振興にかかる新たな恒久財源の確保 

・ 離島振興施策の推進を図るために、たばこ税など新たな恒久財源の確保を

検討する。 

 

12.医療サービスの拡充（第 10 条関連） 

・ やむを得ず島外の医療･福祉･介護サービス等を受ける場合の本人･介添人

への負担軽減措置を図る。 

・ 医師･看護師の確保（ドクターバンク事業、医師登録制度）。 

・ 産婦人科医不在離島の妊婦支援（鹿児島県喜界町の取組みの全国展開）。 

 

13.介護など福祉サービスの拡充（第 11 条関連） 

・ 離島の介護サービス基盤の整備（特別な財政支援が必要）。 

・ 本土とのサービス格差是正（福祉分野での行政支援）。 

・ 介護従事者の確保。 

 

14.離島高校生への修学支援（第 15 条関連） 

・ 離島定住の促進（第１条関連）を図るために第 15 条を改正し、高校未設

置の離島から進学する高校生の修学支援等の法的根拠を明確化する。 

・ 離島に設置された高等学校に対する支援、または当該高等学校に通う生徒

に対する修学支援の充実を図るために必要な法改正を行う。 

【改正案】国及び地方公共団体は、離島振興対策実施地域において、そ

の教育の特殊事情にかんがみ、高等学校を含む学校教育及び

社会教育の充実に努めるとともに、（後略） 
 

・ 離島高校生への修学支援に関する根拠規定として、離島振興法の教育に関

する規定（第 15 条）に第２項を新設する。 

【改正案】国は、離島振興対策実施地域として指定されている離島であ

ってその区域内に高等学校が設置されていないものの区域

内に所在する中学校を卒業し、当該離島の区域外に所在する

(新 設) 
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高等学校に進学した生徒に係る通学、居住等に要する費用の

一部を保護者に対して補助している都道府県及び市町村に

対し、政令で定めるところにより、補助するものとする。 
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離島振興重点施策･予算措置要望事項 

 

１.『離島振興 成功事例』の共有事業の創設（成功事例集約サイトの立ち上げ等） 

・ 「島おこし」の成功事例に関する集約サイトの立ち上げなど、情報の共有

化による各離島振興の強化 

(例) 

▶観光振興：沖縄、石垣島等 

▶定住促進（Ｉ･Ｕターン）：海士町、西ノ島 

▶島 留 学：海士町 

▶介  護：笠岡諸島 

▶農業再生：佐渡（朱鷺米） 

▶芸 術 祭：瀬戸内海（直島等） 

・ 観光庁と連携し、「観光で島おこしフォーラム」（仮称）運動の推進 

 

２.離島交通網の整備強化（第 12 条 交通確保） 

・ 航路運賃の大幅引き下げ（本土交通機関並み）等交通条件の改善 

・ 離島航路の維持、整備強化支援（長崎県方式）の普及促進 

・ 離島航空路の整備強化 

・ 特定離島線航空機にかかる航空機燃料税率軽減措置の改善と恒久化 

・ 離島航路就航船舶にかかる固定資産税の非課税 

※現行は課税標準５年間６分の１、その後５年間３分の１に軽減 

・ 離島航空路就航機にかかる固定資産税の非課税 

※現行は、最大離陸重量 70 トン未満について３年度分３分の１、その後

３年度分３分の２に軽減。20 トン以下については、３年度分４分の１、

その後３年度分２分の１に軽減） 

・ 離島内の交通確保策強化（コミュニティ交通支援） 

 

３.定住環境整備 

・ 国による基礎的ライフライン（医療福祉、教育環境等）の継続的整備 

・ 揮発油税の免除等、税制面の優遇措置 

・ 生活物資等の輸送にかかる海上運賃の低減（人流･物流コストの軽減措置

の強化） 

・ 住宅確保策、漂着ゴミ対策 

 

４.離島医療の改善･充実（第 10 条 医療） 

・ 医師･看護師の確保（ドクターバンク事業、医師登録制度） 

・ 産婦人科医不在離島の妊婦支援（鹿児島県喜界町の取組みの全国展開） 
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・ 救急医療･小型離島対策（主要離島のドクターヘリ配備･要請の簡素化、患

者輸送車･輸送艇とヘリポート整備、飛行艇の検討） 

・ 遠隔医療情報システムの積極導入支援 

・ 島外医療費受診時の運賃補助等の本人や介添人支援 

・ 医療施設充実（診療所･機材の更新など） 

 

５.高齢者福祉と介護（第 11 条 高齢者の福祉の増進） 

・ 介護従事者の確保 

・ 離島の介護サービス基盤の整備（特別な財政支援） 

・ 訪問介護の充実 

・ 小規模多機能居宅介護サービスに必要な環境整備（大臣告示の対象地域に

離島を含める等） 

・ 本土とのサービス格差是正（福祉分野での行政支援） 

・ 島外での介護保険サービスのための運賃補助（本人や介添人支援） 

・ 本土から来る介護従事者への運賃補助等 

・ 介護保険制度の改善強化（介護報酬単価の嵩上げ措置） 

・ サービス提供者の開設支援 

・ 離島住民への年金･介護相談事業の強化（ＩＣＴ活用、社労士、ケアマネ

等の派遣経費助成） 

 

６.教育の確保･文化の継承（第 15 条 教育の充実、第 16 条 地域文化振興） 

・ 学校の維持･存続、教員の確保 

・ 島外の通学者及び保護者の負担軽減（通学費補助等の財政負担） 

補助率２分の１で毎月２万円、年額 24 万円を目指す（対象 2400 人） 

・ 「こども農山漁村交流プロジェクト対策事業」を拡充し、学校教育におけ

る都市と離島の更なる交流強化 

・ 離島留学支援 

・ 離島文化継承･発展 

・ 自然とのふれあい、健康･癒し、学習等の場としての特性を発揮するため

の施策支援 

・ 通信制学校で学ぶ生徒の支援等を図るため、ＩＣＴを活用した教育環境の

整備 

 

７.生活環境の整備 

・ 地域の実情にあった下水道等の整備（汚染処理対策として省エネ型浄化槽

の推進を図る） 

・ 廃棄物、自動車、家電リサイクルにおける海上輸送費の負担軽減 
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・ 漂流･漂着物対策（ゴミの搬出経費支援等）の強化を図るために、国が処

理経費の２分の１を負担する「グリーンニューディール基金」の積み増し･

延長 

 

８.情報インフラの確保（第 13 条 高度情報通信ネットワーク等の充実） 

・ 高速大容量通信に対応するため、光ファイバー等の高速インフラ整備（遠

隔医療等に活用） 

・ 離島の難視聴地域支援のための予算確保（地デジ、携帯電話等） 

・ ＩＣＴの利用機会の格差是正を図るために、国庫補助２分の１の堅持 

 

９.輸送費対策 

・ 農産物･水産物の輸送コストの低減を図るための新たな助成制度の検討 

・ 離島ガソリン流通コスト支援事業の継続･拡充 

 

10.観光･交流（第 17 条 地域間交流の促進） 

・ 自然体験･交流体験の実施 

・ 観光客向け施設の整備 

・ 情報発信への支援 

・ 滞在型観光が可能な「観光圏」整備事業予算の拡充（瀬戸内しまなみ海道

地域観光圏、淡路島･佐渡観光圏など） 

 

11.産業の振興･雇用創出（第 16 条 農林水産業振興） 

・ 定住促進のための産業振興 

(1)農業の振興 

▶土地改良事業の実施要件見直し 

▶農産物等の輸送費にかかる補助 

▶鳥獣被害･野生動物駆除（国による２分の１補助）の推進 
 
(2)水産業の振興 

▶水産業研究施設の整備（国による補助） 

▶強い水産業づくり交付金の活用（密漁等の監視施設の設置・運営経

費補助） 

▶漁船にかかる固定資産税の減免に対する地方交付税措置の創設（釧

路市等で実施） 
 
(3)中小企業振興、民生施設整備、地域振興など 

▶島資源の保全および離島地域の経済活性化を図るために、「しま特

選」の実施など、地域の実情に応じた振興策の充実 

▶海中･海底資源の確保･開発の拠点整備（海洋深層水、天然ガス、メ

タンハイドレート、レアアースなど） 
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12.自然エネルギーの活用 

・ 海洋エネルギーを含むクリーンエネルギー（太陽光、熱、地熱、バイオマ

ス、潮力発電等）の導入･推進支援 

 

13.自然災害への対応（国土保全施設等の整備） 

・ 土砂災害危険個所の対するハード整備率（13%）の改善 

・ 防災･減災対策の強化を図るために、防災機能強化に資するシステム構築

など、ソフト面に対する支援の充実 

・ 自然災害に脆弱な離島への常時観測体制の強化及び緊急避難体制の整備 


